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第 23 部
第 54 回ＩＥＴＦ横浜会議報告

第 1章 概要

2002 年 7 月 14 日 (日) から 7 月 19 日 (金) までパ

シフィコ横浜国際会議場において第 54 回の IETF

(Internet Engineering Task Force) が開催された。

会議のホストは、WIDEプロジェクトが担当し、ス

ポンサーとして富士通 (株)、そして多くの企業の献

身的な支援により成功裏に開催することができた。

横浜は 2週間前にワールドカップサッカー最終戦が

開催された地であり、成田空港から会議場まで IPv6

ベースの無線 LAN の空間を提供することで参加者

をインターネットの会議らしく歓迎した。参加者の

90%近くが無線 LAN によってインターネット接続

をしていた実態は無線インターネット時代の本格的

なスタートを予感させた (図 1.1：横浜会場における

無線 LANサービスの状況)。

1986年に 21人の参加者でスタートした IETFはイ

ンターネットプロトコルの標準化を議論する場とし

ておおむね年三回の開催ペースで現在に至っている。

IETF における RFC という形式での公開オンライ

図 1.1. 横浜会場の無線 LAN サービス状況 (7 月
16日午後のセッション中)(図中の○印が基
地局の位置を、数字が同基地局への接続者
数を表す)

ン文書を軸とした標準化作業は、ISOや CCITT(当

時) の標準化作業と大きく異なっていることが知ら

れている。その理念は基本的には純粋に技術的なプ

ロトコルに関する提案と議論を個人の資格で行うこ

とになっており、標準仕様に関する合意形成も投票

でなく、相互運用性などの実績と「ラフコンセンサ

ス」で行われる。

IETFにはその歴史においていくつかの改革がある。

ひとつは 1992年神戸での INET92において、IETF

の法務的な役割を担う Internet Societyという法人

組織を形成することで OSIや ITU-Tなどとの公式

な位置づけを明確にしたことである。これによって

グローバルな技術標準活動としての IETFが他の国

際標準活動との対等な関係を締結できるようになっ

た。もうひとつは、国際化であり、米国の研究者グ

ループからスタートした IETFの運用は、グローバ

ルでビジネスセクタを含んだ運営へと方針を転換し

た。 しかし、しばらくはヨーロッパからの参加者も

少なく、アジア・日本からの参加者は非常に少数で

あった。

1992年の改革に基づき、米国外での初の開催が 1993

年にオランダで実現された。これは最も「海外」参

加者が多く、かつ、標準化活動に貢献が大きかった

回であると言われている。

日本への誘致は IETFにおける国際標準活動での日

本の技術者のグローバルな活躍へのきっかけとして

の期待があったので、1993年からただちに開始した。

しかし、その時点での日本からの参加者は少なく、標

準化に対する貢献も目立たなかった。日本からの貢

献は InternetFAX、文字の国際語化、衛星インター

ネットなどのやや変化球で開始され、モービルイン

ターネット、DNSそして、IPv6関連などでのコアプ

ロトコルへの大きな貢献が実現された。この実績と

参加者数の増加を背景に 1998 年には日本での開催

が事実上決定し、開催時期や場所などの検討を始め

た。2000年の INET2000日本開催との重複を避け、

実現したのが 2002年開催の 54回 IETFであった。

9月 11日 (2001年)のテロ発生の影響と、それにと

もなう経済の変革、そして、IT業界の大きな構造改

革などを背景に、特に米国からの参加者を 300名と
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図 1.2. IETF参加者数の変化 (横軸：IETFの回数 (回)、縦軸：人数 (人))

図 1.3. 国別参加者数の構成比

想定し、関係者の大きなリスク感のもとに進められ

た開催計画であったが、結果として 2000名を超える

参加者を迎え、IETFの流れとしても久しぶりに「パ

ワフル」な会議と評価されることができた。これま

で少なかったアジアからの参加者も韓国からの百数

十名の参加者をはじめ、急激に増加した。図 1.2に

これまでの IETF への参加者集の変遷、表 1.1、図

1.3 にそれぞれ今回の国別参加者数とその構成比を

示す。

1992 年から開始された IETF の大きな使命はもう

ひとつある。IPngと呼ばれた「次世代の IP」の選

定である。大きく展開したインターネットへの新プ

ロトコルの導入は「自身の成功の被害者」とも呼ば

れ、大きな困難の元に進められてきた。わが国はこ

の後に IPv6 と呼ばれるようになった新しいプロト

コルへの研究開発・実証実験への積極的な取り組み

で知られていたが、今回の IETFでは、IESGのプ

レナリにおいて「IPv6は次世代のプロトコルではな

く、現在のプロトコルである」という宣言がなされる

など、IETFのコミュニティでも一部に残っていた

表 1.1. 国別参加者数

Japan 844

US 558

Korea 147

China 18

Singapore 13

Taiwan 8

IPv6に対する躊躇ムードは払底した感がある。この

大きな変化の主たるリーダシップがたくさんの日本

の若いプレーヤであったことを考えると、わが国の

「第二世代」の横浜での力強い出発ととらえることが

でき、日本開催の大きな成功と意義を認めることが

できる。

以下に、日本からの参加者が中心的役割を果たす

IPv6-WG, 日本人がチェアを務める２つの WG で

ある FAX-WGと UDLR-WGの横浜会合を中心に

した活動の概要、さらに IETFへの参加者サービス

として今回特筆すべき、成田空港内、列車 (成田エキ

スプレス) 内、および IETF 開催会場における無線

LANサービス概要の報告を行う。

第 2章 IPv6の話題

IPv6 が最も進んでいる日本で開催された第 54 回

IETF は、IPv6 にとって意義深い会合となった。本
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セクションでは、第 54回 IETF をネットワーク、標

準化作業、および全体会議に分けて説明する。

2.1 IPv6コネクティビティーの提供

日本の玄関となる成田空港に無線 LAN の無料サー

ビスを、成田空港公団殿をはじめとする多くの企業

の方々のご協力とご尽力の結果、実現することができ

た。また、パシフィコ横浜までの主要交通機関とな

る成田エクスプレスでは、グリーン車に無線 LANが

設置され、上流に FOMAを利用して車外とも通信可

能となっていた。IETF 会場では、富士通と WIDE

プロジェクトの合同チームがネットワークを敷設し、

Ethernet および無線 LAN での接続を提供した。さ

らにインターコンチネンタルホテルと、非公式では

あるが会場近くのスターバックスも無線 LAN でカ

バーした (図 2.1)。

もちろん、これらすべてのネットワークで IPv6 が

利用可能であった。すなわち、日本に到着した外国

からの参加者は、いつでもどこでも IPv6 が使用可

能なネットワーク環境の提供を実現した。

IETFの主目的は標準化作業である。IPv6分科会で

は、日本で IPv6 のビジネスが広がろうとしている

事実を踏まえ、ビジネスに直結する技術を優先的に

標準化していくことが公式にラフコンセンサスとし

て合意された。たとえば、ISPから顧客へのアドレ

ス空間の配布技術や、DNSサーバを探索する技術に

関する議論を優先するなどの措置がとられることに

図 2.1. 屋外を狙う無線 LAN用アンテナ

なった。

同分科会では、WIDE プロジェクトを中心とした、

日本人の発表が多数見られた。また非公式ではある

が、IPv6分科会の要請により、休み時間を利用して

日本での IPv6の応用事例 (ゲーム機、家電、車)が

紹介された (対応は、村井、山本、江崎)。

全体会議 (IETF プレナリ) では、IPv6 に関するパ

ネルが設けられた。5人のパネリストの内、3人が日

本人 (すべてWIDEメンバー)であった。このパネ

ルの主旨は、夢ではなく、IPv6の現実を聴衆に伝え

ることであり、それぞれのパネリストが IPv6 の現

状と利点について語った。

IPv6に関し標準化された技術の中で、どれが利用さ

れ、どれが役に立たないか明確にすることができた。

また、ファイヤウォールではこれからのインターネッ

トの安全性を確保するのには限界があるので、新し

いセキュリティモデルが必要であることも認識され

るとともに、その技術の議論と標準化の必要性が強

調された。

IETFの参加者の内、7割程度が IPv6を利用してい

ると手を挙げていた。しかし、そんな中にも IPv6に

不安や懐疑の念を覚えている人が少なくなかったに

違いない。このパネルはそのような参加者にも IPv6

に対する確信を与えたと思われる。IPv6の懐疑派と

して知られていたパネルの取りまとめ役の「IPv6は

未来のプロトコルではない。IPv6は現在のプロトコ

ルなんだ」という言葉がそれを象徴していた。

第 3章 FAX-WG報告

IETF横浜で FAX-WGのWG会合を開き、テクニ

カルな議論を行う予定は当初なかった。

主な Milestoneを終え、ほとんどの Internet-Draft

は、RFC化のためのWG Last Callや IETF Last

Call 中のものであったためである。今会合でも、

当初はそういった Internet-Draft の状況確認や、

RFC2305(インターネット FAXシンプルモード)や

RFC2301(インターネット FAXファイルフォーマッ

トの規定)のDraft Standard化作業のための実装な

どの確認の会合の予定であった。

しかし、SMTP(Simple Mail Transfer Protocol)を
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利用して機器間で直接リアルタイムに通信を行う提

案の議論が横浜会合では白熱した。通常の FAXは、

電話回線を用いてリアルタイムに通信を行うが、こ

のリアルタイム性こそ FAX でもっとも重要な要素

の一つであり、FAX-WGの課題でもあった。

RFC2305を含めて、FAX-WGで扱うものはすべて

メールベースであり、SMTPはMTA(Mail Trans-

port Agent)を介した Hop By Hopの通信であるた

め、現状、リアルタイム性に欠けるところがある。

本提案は、MTAを介さずポート 25を開いている機

器 (=受信機)に対して、直接送信を行い、リアルタ

イム通信を実現する。FAXには、通信する機器同士

の能力交換がつきものである。

この能力交換を考慮した途端に、様々な問題が生じ

る。当初、受信側は一宛先のみを考慮したものであっ

た。しかし、メールであるからこそ複数宛先を考慮

すべきとの意見が当然のようにあり、複数宛先との

能力交換をどうするのか、送るべき内容は宛先ごと

に異なるのか、SMTPクライアントの状態管理をど

うするのかなど、新しい技術課題へのチャレンジン

グな内容となった。

従来から使用されている FAX に固有の仕様のみと

すれば問題ないのかもしれないが、トランスポート

としてインターネットでもっとも普及しているプロ

トコルの一つである SMTP を使う。多くのメール

関連の RFC を築き上げてきた専門家の間でも物議

をかもしている。インターネット FAXだけでなく、

他のアプリケーションも考慮すべきとの意見もあり、

FAX-WGの範疇を越えている部分もある。現在、こ

の議論をどのように収束させるかが FAX-WGの課

題となっている。

第 4章 UDLR-WG報告

UDL(Uni-Directional Link)は衛星回線に代表され

る片方向の通信路のことを指す。また UDLR(Uni-

Directional Link Routing)は、UDLを使ったネッ

トワークにおける経路制御を表している。インター

ネットで現在一般的に利用されている多くの経路制

御技術は、通信路は双方向で通信が可能であること

を前提として設計されている。そこで、UDLR-WG

は IETF の routing area のWG として 1997 年よ

り活動を開始し現在に至る。そのチェアは JSAT株

式会社の泉山氏、フランス UDcast社の Emmanuel

Duros氏である。

UDLR-WGは 1996年に二度の BOFを実施したう

えで, 1997年 1月に正式にWGとして発足した。ま

ず、UDL を含むネットワークにおいて経路制御を行

う場合に必要な対応を、既存のインターネットルー

ティングアーキテクチャに手を加えないで行う短期

的ソリューションと、インターネットルーティング

プロトコルの設計段階で UDL を考慮にいれた設計

を行う長期的ソリューションの二つに大別した。そ

の上で、まずは短期的ソリューションにWG として

注力することとし、長期的ソリューションについて

は、短期的ソリューションの目処がついたうえで対

応するコンセンサスがとられた。

短期的ソリューションとしては、IP 以外のパケッ

トも運ぶことを考慮して、GRE(Generic Routing

Encapsulation) トンネルを用いて UDL を通常の

インターネット回線の様に用いることを可能とする

RFC3077 “A Link Layer Tunneling mechanism for

Uni-directional Links” がWGの最初の RFCとし

て 2001年 3月に発行された。

最初の RFC の発行の後、新たな WG の方針とし

て RFC3077を用いたネットワークの運用を行う上

で有用となる、今までの知識経験をまとめた文書を

informational RFCとして発行することが定められ

た。これは、Routing Area の Area Director から

以前より求められていた文書でもあった。

RFC3077によりネットワークオペレータは、片方向

の回線をネットワークの一部として用いつつ、既存

のルーティングプロトコルをその上で利用すること

が可能となる。

たとえば衛星回線を用いて複数の地点を結び、仮想

的に Ethernet で送信局と地理的に広域に分散する

受信専用拠点を結ぶようなネットワークを構築する

ことができる。

今までは、片方向の回線の部分は、何らかの静的な経路

制御の設定を行わなければならなかったが、RFC3077

を用いることで、動的経路制御プロトコルを用い地

上で行われている運用と同等の経路制御を採用する

ことが可能となった。

これは、片方向回線の部分において特別な運用が必

要であったものを、片方向回線を含むネットワーク
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全体でシームレスな経路制御を行うことができるこ

とを示している。

UDLR-WG では、WG の初期の段階より、日本お

よびフランスにて実装を進め RFC 化に向けての準

備を進めてきた。現在では、RFC3077 の商用の実

装も複数市場には存在し、相互接続試験も実施され

WG に報告されている。

また、それらの成果が商用のサービスや、学術ネッ

トワークでは利用され始めている。

現在のWGでの活動は、それらの実ネットワーク運

用の経験から、各種動的経路制御プロトコルの利用

に際しての注意事項または制限事項をまとめ、それ

を Informational RFCとしてまとめていくことに注

力している。

IETF横浜会合におけるUDLR-WGでは、主にマル

チキャストを衛星環境で用いる場合の運用方法につ

いて議論が行われた。現在マルチキャストに関わる

WGのドラフトは、フランスからDVMRP(Distance

Vector Multicast Routing Protocol) に関わるもの

と、日本から筆者らが出している RFC3077環境で

マルチキャストネットワークを構築する上で考慮す

べき問題点を明らかにしたドラフトの 2点がある。

横浜会合では、その前者のドラフトの改訂点につい

ての発表と、まだドラフトにはなっていないが、今

後ドラフトにしていく予定の PIM-SM(Protocol In-

dependent Multicast-Sparse Mode) を用いた場合

の運用方法についての発表がWIDE プロジェクト

のグループから行われた。

DVMRP の利用についての発表では、mrouted プ

ログラムを用いて、地上で展開するマルチキャスト

ネットワークに比較すると受信局数が多い衛星を利

用した環境において、効率的に経路制御およびマル

チキャストネットワークの運用を進める方法につい

て mrouted の改良および提案がのべられた。

一方、PIM-SMの運用に関しては、UDLを使う場合

に注意すべきネットワークトポロジーの作り方、お

よび実際の運用方法について、実ネットワークでの

運用経験の基づいた発表がなされた。

第 5章 成田エクスプレスにおける無線インターネッ

ト実証実験

5.1概要

成田空港と首都圏を結ぶ空港特急「成田エクスプレ

ス (以下、NEX) の全編成におけるグリーン車 (全

23輌)に無線 LAN(IEEE 802.11b規格)によるイン

ターネット接続環境を設置し、2002年 5月 27日よ

り 7 月 31 日の間、インターネット接続サービスを

提供する「無線 LANによるインターネット接続実

験@成田エクスプレス」を実施した。

本実験は、IPv6普及・高度化推進協議会 (以下、協

議会)が通信・放送機構 (TAO)と連携し、WIDEプ

ロジェクト、JR東日本、総務省、国土交通省等の協

力を得て実施された。事前の技術検証を経て、2002

年 4月には協議会内にトレインモバイル SG(Special

Group)※を設立し、IPv6普及高度化協議会会員の

協力のもと、2002年 5月 27日～7月 31日の約 2ヶ

月間を実験期間とした。

※トレインモバイル SGメンバ：

(株)アイ・エム・デイ、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ (株)、(株)エヌ・ティ・ティ・ドコ

モ、ノキアジャパン (株)、(株)三菱総合研究所、三

菱電機情報ネットワーク (株)

実験期間中、成田エクスプレスの全てのグリーン車

でインターネットの常時・高速接続が可能となった。

また、FIFA ワールドカップ関連情報やニュースな

どが閲覧できるコンテンツサーバも車内に設置した。

本実験に多大なるご協力をいただいた以下の方々に、

改めて感謝の意を表す次第である。

協力

東日本旅客鉄道 (株)

オブザーバー

総務省、国土交通省

コンテンツ提供

(株)イーブックイニシアティブジャパン、(株)イ

ンプレス、(株)交通新聞社、国際観光振興会、新

東京国際空港公団、ソニーマーケティング (株)、

(株)電通、(財)日本気象協会、毎日新聞社、読売

新聞社

5.2実験の目的

本実験は、生活必需品となったインターネット環境

を公共交通機関・施設等でも快適に利用可能とする

ための構築・運用方法に関する研究の一環として、特

に 100 Km/h以上の高速移動体におけるブロードバ

ンド・インターネットサービス (200Kbps以上)の
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技術開発を目的とした。

また当年は 6 月に FIFA ワールドカップ、7 月に

IETF国際会議が日本で初めて開催されることもあ

り、それらを目指して来日する人々を含めて、国内

外に日本の IT 技術の水準をアピールすることも目

的とした。さらに実施期間を通じて、協議会主催で

実施した「無線 LAN によるインターネット接続実

験@成田空港」や、JR東日本により東京駅などで実

施中の「無線による、駅でのインターネット接続実

験」とも連携し、よりシームレスなインターネット

接続環境の実現を目指した。

本実験に先立って、協議会では以下の実証実験を通

信・放送機構 (TAO)と連携して実施した。

(a) モバイル IPv6@train実験

• 2002年 2月 1日～3月 31日

• 小田急電鉄ロマンスカー EXE、京浜急行電鉄

Wing号

• KDDI CdmaOne

• ビデオ・ストリーミング、コミック、MP3、電

子新聞など

• 車内でのモニター実験、特定モニター
(b) 3G@NEX実験

• 2002年 3月 10日～3月 31日

• JR東日本成田エクスプレス (NEX)

• NTTドコモ FOMA

• 100 km/h以上での通信、IPv6 over IPv4

• 特定モニター、研究者によるモニター
本実験は、これらの実験の成果を生かし、さらに技

術開発を重ねることにより実現した。また、総務省

および国土交通省がそれぞれ 2001 年度に実施した

列車内無線 LAN環境に関する調査研究の結果も参

考にした。実施の概要は以下の通りである。

実施期間

2002年 5月 27日～7月 31日

主な実施場所

成田空港駅～大船/大宮駅区間の成田エクスプレス

グリーン車内

提供するサービス

無線LAN(IEEE802.11b)を利用したインターネッ

ト接続サービス及びコンテンツ提供サービス

外部との接続

第三世代携帯 (FOMA)を利用

利用者

グリーン車に乗車した不特定モニター (事前登録

なし)

5.3システムの概要

NEXにおいて、無線 LAN経由でインターネット接

続環境を提供するため、グリーン車毎に装置を搭載

した。装置には無線 LAN用アクセスポイント、ロー

カルコンテンツ用Webサーバならびにインターネッ

ト接続用コミュニケーションサーバを実装し、図 5.1

に示すシステム構成にて構築した。

インターネット接続としては、(株)NTTドコモ殿の

第三世代携帯である FOMA(下り 384 Kbps)を利用

し、IPv6普及・高度化推進協議会の運営するネット

ワークへ直接接続して IPv4 ならびに IPv6(トンネ

リングで実現)の環境を提供した。

また、Webサーバ搭載によりニュース、気象情報、な

らびに駅乗換え案内等のローカルコンテンツも提供

図 5.1. システム構成図

368



W I D E P R O J E C T

2
3

し、動的コンテンツについては定期的にセンタサー

バからダウンロードすることで更新を行った。

端末は利用者が持込むものとし、誰でも自由に接続

可能とするため、無線 LANにおける認証 (WEP)は

実施していない。装置 (図 5.2右側のアルミケース)

は、車内荷物棚脇の JR東日本の装置設置スペース

であるハットトラックと呼ばれる場所に、人目につ

かないよう搭載された。

図 5.2. システム搭載状況

5.4実験実施準備

5.4.1システム構築における課題と対策

システム構築に当たっては、通信機器を列車に搭載す

るというその特殊性と、事前に実施した「3G@NEX

実験」(前章参照、以下「事前実験」)の結果等を考

慮した上で、以下の構成を採用した。事前実験で確

認された技術的課題についても対策を施した。

サーバ機種及びサーバ OSの選定

(1) OpenBlockSS(OBSS)：筐体のコンパクトさ、

ハードウェア安定性を考慮。

(2) Linux(Kernel2.4.10)：性能、カスタマイズ性、

保守性を考慮。

インターネットへの Uplink回線の選定

FOMA、Cdma2000、AirH”を利用した事前検証実験

の結果、安定性・接続性、高速性を考慮してFOMA(上

り 64 kbps、下り 384 kbps)を採用した。

FOMAの技術的課題とその対策

(1) サービスドロップアウトポイント出現：基地局

増設 (NTTドコモ)により解消。

(2) サーバと FOMAカードの状態不一致：L2と L3

の通信状態同期制御を実施することにより解消。

図 5.3. IT装置取付盤

(3) FOMA端末カードの捕捉と IPv6トンネル接続

実現：データ系直収サービス (NTTドコモ「第一

種専用線等接続サービス」)利用により、FOMA

搭載サーバへの固定 IPv4 グローバルアドレス

の割当を実現。

無線 LANの技術的課題とその対策

(1) アクセスセキュリティ：利用者の利便性と機器

互換性を考慮し、WEP設定無しとした。

(2) JR駅 (東京駅)で利用の無線 LANとの混信防

止：SSID(NEX)と CH(1ch)設定

(3) グリーン車内の個室利用ユーザへの対応：無指

向性無線アンテナの利用により電波の到達範囲

を拡張した。

(4) 802.11bの採用：802.11a利用ユーザは現時点で

は少ないため、802.11bのみのサポートとした。

(5) APの出力：人体への影響などに配慮し、一般

環境で使用される低出力機器を採用。

(6) 車両外部への電波漏れ：遮蔽や電波出力の調整

などは、コスト等や手法、影響度を勘案し、特

別な対策はしなかった。

設置環境への対応

(1) 機器設置場所

• IT装置取付盤

業務用ハットラック内への収納のため、別途 IT

装置取付盤 (図 5.3)を設置。

• 寸法・重量制限
収納スペースの制限を満たす IT装置を実現 (図

5.4)。

IT 装置外形寸法：D100mm × W200 mm ×
H300 mm

装置重量：5 Kg以内
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図 5.4. IT装置

(2) 電源関係

• 電圧降下対策
安定化電源を利用。

• 突入電流対策
サージャー付加はせず、安定化電源で代用。

(3) 熱対策

• 装置全体の放熱性の向上
アルミ製筐体を採用。

• 装置からの発熱量削減
個別の SW HUB を廃止し、HUB 付きの無線

LANアクセスポイントを採用。

安定化電源に低発熱量モデルを採用。

• 排気機能向上
2 個のファンを取り付けるとともに、大口の吸

気口を設置

• 個別機器の放熱性の向上
FOMAカード：吸気口に設置

無線 LANアクセスポイント：無線 LANカード

へのヒートシンク取り付け

サーバ (OpenBlock SS)：サーバの放熱盤をア

ルミ製筐体へ直付け

(4) 振動対策

• 振動によるストレージディスク破損回避
CFカード (1G)、フラッシュディスク (2G)を

採用

• IT装置取り付け

取り付け盤と IT 装置間に緩衝材 (ウレタン材)

挿入

• 各種ケーブル
接着ケーブルタイで固定

• ネジ
凝固材塗布による固定 (一部装置のみ)

事前実験における試験項目

(1) FOMA、AirH”、cdma2000 の電界強度測定：

横浜～成田空港で乗車測定

(2) FOMAでの PING到達率測定：横浜～成田空

港で乗車測定

(3) 無線 LAN電波強度測定:

– フロア環境 (間仕切り空間を挟んで実施)

– NEX車内 (個室、隣接車両、混雑時の場合)

(4) 電波干渉・ノイズ測定：無線 LANと FOMA電

波干渉状況測定

(5) 高温試験：外気・IT 装置内温度変動 (15 ◦C～

70 ◦C)時の、IT装置稼動状況確認

(6) AC供給電圧変動試験 (0V～120 V)

(7) 振動試験：約 2週間の実車両搭載により実施

(8) 瞬停試験：手動での AC電源供給断、及び実車

両でのパンタグラフ上げ下げ条件下

(9) 無線 LAN カード試験：4 種類 (廉価版、オン

ボード、高感度、普及版)のカードでの接続試験

車内コンテンツ整備

成田エクスプレス車内からは、「3.2 ネットワーク構

成」で後述する経路でインターネット上のコンテン

ツを参照できる環境を構築するが、利用者への安定

したコンテンツ提供や外部への通信負荷低減を図る

ため、コンテンツの一部を車内のアプリケーション

サーバに蓄積し、これをシステム側で随時更新を行

うこととした。

車内コンテンツは、ニュース・天気予報の他に、海外

からの旅行者向けに観光案内や主要駅・都市の地図

などを用意した。またワールドカップ期間中は、試

合スケジュールや試合会場案内なども合わせて公開

した。さらに、電子ブックデータ (漫画)や日韓親善

大使の紹介など、エンターテイメント性の高いコン

テンツも準備した。

特にニュース・天気予報については、以下の手順に

より、毎日定期的にアプリケーションサーバ内のコ

ンテンツデータを更新するようにした。

(1) コンテンツ提供各社からデータセンタ設置のサー

バに FTPでファイルを随時更新

(2) データセンタのサーバで該当ファイルを車内コ

ンテンツ用に加工

(3) アプリケーションサーバが 30分に 1度、FOMA

経由でデータセンタ・サーバに FTP アクセス

し、サーバ内の該当ファイルを更新
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図 5.5. システム全体図

5.5実験システム

5.5.1システム全体構成

成田エクスプレス車両内には、コミュニケーション

サーバ、アプリケーションサーバ、及び無線 LAN

ルータを設置し、コミュニケーションサーバに装着

した FOMAカードにより、FOMA網、専用線、デー

タセンタを経由してインターネットと接続する構成

とした。システム全体図を図 5.5に示す。

5.5.2ネットワーク構成

システム全体のネットワーク構成とアドレス体系に

ついて、図 5.6及び図 5.7に示す。

5.6実験の成果

5.6.1概要

FOMA を利用したインターネット接続は、実効で

170 Kbps程度 (電波の捕捉状態により ±30 Kbps程

度の幅がある)とまずまずのスループットが得られた。

また (株)NTTドコモ殿が FOMAカードへの特別な

チューニング実施したことで、最高速度 130 km/hで

走行する NEXにおいてもトンネル区間等の圏外を

除き接続性が確保できた。ただし、64 byteの Ping

によるラウンドトリップディレイは 400 ms程度 (電

波の捕捉状態により 1,000 ms程度まで悪化する場合

がある)と大きな遅延が発生した (図 5.8)。

この遅延は、FOMAに限らず携帯端末のパケット通

信において発生したが、今回の実験環境であるWeb

やMailの使用感において顕在化するものではない。

システムとしての懸案事項のひとつは、空調のない

ハットトラック内での温度上昇による機器の安定性

の確保であった。7月 9日から 19日まで温度測定を

実施し、ハットトラック内最高が 37度、装置内の最

高が 42.5度と稼動条件 50度を下回っていることが

確認できた。

また、振動については、ウレタン素材によるクッショ

ンシートを装置と取り付け盤の間に挟む程度の処理

で特に問題は発生していない。ただし、供給電源の異

常と思われる障害が数件発生し機器交換を実施した。

フラッシュメモリによるディスクを使用して耐久性

を確保していたが I/Oエラー障害が発生した。装置

筐体 (今回は 300 mm × 200 mm × 100 mm)の制限

から UPS の搭載は難しい状況であったが、車載シ

ステムとして実用化が図られる際は、安定的な電源

確保のため UPSは必須である。

実際の利用状況については、執筆時点で実験が完了

していないため正確な統計情報は取得できていない

が、いくつかのログ情報より、グリーン車 1輌当たり

の日毎ローカルコンテンツへのアクセスが 1～2件、

インターネット接続についても、これより若干多い
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図 5.6. ネットワーク構成図 (1)

図 5.7. ネットワーク構成図 (2)

程度と利用は少なかった。延べ利用者数は、約 2ヶ

月間で 100人程度と思われる。

今後、ホットスポットが増え無線 LAN によるイン

ターネット利用環境が整備されるにつれ端末を持ち

歩く人が増えると予想され、今回の実験で提供した

ような環境の必要性も高まると思われる。

商用化に向けては、ユーザ認証や課金方式ならびに

コストも含む運用面からクリアしなければならない

課題が残っており、システムと新しいビジネスモデ

ルの開発が必要である。

5.6.2利用状況

5月 27日 (月)から 7月 31日 (水)まで、成田エク

スプレスのグリーン車全車 (23車両)に前述の IT装
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図 5.8. 走行中 10分間の Ping結果

置を設置し、実験を実施した。搭乗者の利用風景を

図 5.9に示す。

図 5.9. 搭乗者の利用風景 (成田エクスプレス車内)

搭乗者が持ち込むノート PCでは、無線 LAN経由

で車内のアプリケーションサーバにアクセスするこ

とで、2～3Mbps程度の速度で前述の車内コンテン

ツを参照できた。またインターネット接続は第 3世

代携帯 (FOMA)により、高速走行中 (130 km/h)で

も 200 kbps程度のスループットが計測できた。

アプリケーションサーバで記録した Apacheのログ

ファイルを分析した結果、実験期間中の利用者は、合

計で 284名であった。

実験期間中の成田エクスプレスのグリーン車利用者

は約 65,000人であったため、搭乗者の約 0.4%が利

用した計算になるまた、利用者の使用 OS(リクエス

トの延べ数)は図 5.10の通りである。

図 5.10. 利用者使用 OS(リクエストの延べ数)

5.6.3システム稼動状況及びトラブル対策

実験期間中のシステム稼動状況は概ね順調であった

が、電源系の一時的不具合が原因と見られる IT装置の

ハングアップや外部接続トラブルが発生したため、成

田空港駅にて装置の交換、あるいは電源のOFF/ON

作業を行い、システムを復旧させた。

特に外部接続に関するトラブルを考慮し、インター

ネットへの UPLINK 保持状況を外部から監視する

方法として、システム動作開始～終了までの間、毎

時 00分、30分にメールを自動発信する仕組みを採

用した。このメールの到着状況を判断し、サービス

が安定提供されていることを確認した。

電波状態不安定等で FOMA 圏内・圏外を繰り返し

た際に、サーバと FOMA カードの状態不一致が発

生する場合があった。状態不一致となる根本原因の

特定には至らなかったが、リブートによりシステム

をリセットするのが最適であると判断し、IT装置で

は UPLINK監視・復帰プログラム (特定条件でサー

バをリブート)を定期的に作動させた。
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5.6.4車載システム周辺の温度計測

実験期間中、7月中旬の約 10日間に渡り、車載シス

テム周辺の温度計測を実施した。温度計測にあたっ

ては、ボタン電池型の温度計 (サーモクロン)を IT装

置の内外に取り付けて実施した。測定結果を図 5.11、

5.12に示す。

図 5.11. 車載システム周辺の温度 (IT装置内)

図 5.12. 車載システム周辺の温度 (IT装置外)

5.7システムに関する考察

5.7.1インターネット接続の安定性

本実験では、インターネット接続に FOMAを利用

したが、その性質上、電波の届かないトンネル区間

や、高速走行区間でのUPLINKの保持が困難であっ

た。高速走行区間に関しては、前章で説明した特定

条件におけるサーバリセットによって運用可能なレ

ベルとなった。

5.7.2システム安定稼働

実験期間を通じて、搭載サーバの DISK故障が数件

発生し、サーバ自身が起動不可となったり、内部コ

ンテンツの一部が参照不可になった。これらの障害

は、次のような状況下で発生したと推測している。

• 列車の運行終了時の車両電源 OFF や電源系の

一時的不具合により、システム停止や再起動動

作が発生。

• OS の書き込み処理中に上記電源障害が発生し

て DISKセクター不良が発生。

上記のような電源に起因する障害回避には、UPSを

利用したサーバ電源管理が有効である。今回の実験

システムでは、DISKにフラッシュディスクを採用

したことや、設置スペース上の問題から採用を見合

わせた。また、本実験を実施するにあたり、走行時の

振動と高温による障害が懸念された。振動について

は、ウレタン材を緩衝材に使用し、フラッシュディス

クを採用することなどによって、大きな問題は発生

しなかった。また、高温対策についても最高で 42◦C

程度 (7月中旬に計測)を記録するに留まり、システ

ムの許容範囲 (事前検証による)であった。

ただし、より長期にわたって運用する場合には、本実

験では発生しなかった「ネジのゆるみ」「ファンの破損」

「長期高温状態による故障」などが考えられる。サー

バ設置スペース (W200 mm×D100 mm×H300 mm)

の条件を緩和して、サーバ構成を再考することも必

要だろう。

5.7.3セキュリティ

本実験では、利用者に対するアクセスコントロール

は特に実施しなかった。パンフレットやホームペー

ジの説明では、車内サーバに搭載した「利用規約」に

合意したユーザのみの利用と謳っていたが、技術的

にはそれを見ること無しに、内部サーバにも、イン

ターネットにも接続できる。

この場合、悪意をもったユーザによる車内サーバへ

の破壊行為や、インターネットに対するクラック行

為が懸念される。ただし、「乗車時間が 1 時間程度

(インターネットに接続可能な時間はそれ以下)であ

ること」「地上のインターネット接続環境と比べると

速度面や接続の安定性で劣っていること」などの理

由より、クラック行為を行う環境とはなりにくいと

思われる。防御策としては、インターネットへの出

口にてトラフィックを監視する (IDS など) ととも

に、個々の車内サーバへのセキュリティ対策が重要

になる。

逆に、利用者を保護するという観点から、「意図しな
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図 6.1. ネットワーク構成概念図

いファイル共有」や「インターネットからの不正ア

クセス」、「無線 LAN の盗聴」などについては、そ

の防止策の検討が必要である。

第 6章 成田空港における無線 LAN環境の提供

成田空港では、海外から日本に到着した時から、帰

国便に搭乗する直前まで、無線 LAN のネットワー

ク環境を提供することを目指し、ネットワーク環境

の整備を行った。

• 新東京国際空港公団殿
• 空港情報通信株式会社殿
• NTTコミュニケーションズ殿

のご協力のもと、Immigration通過後の到着ロビー

から無線 LAN を利用可能とした。また、出発に際

図 6.2. ターミナル 1 出発階サービスエリア

しては、ほぼ、全域の搭乗ゲートで、無線 LAN を

利用可能とした。

図 6.3. ターミナル 1 到着階サービスエリア

図 6.4. ターミナル 2 出発階サービスエリア
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図 6.5. ターミナル 2 到着階サービスエリア

第 7章 ターミナルクラスタ環境の提供

7.1ターミナル・クラスタの位置づけと必要性

ターミナル・クラスタとは、各種会議などで、イン

ターネットへのアクセス環境を参加者に対して提供

するための、インターネットに接続された端末を集

めた場所のことである。

WIDEプロジェクトが、設置に携わった最初のター

ミナル・クラスタは、1992年　神戸でおこなわれた

ISOC(Internet Society) 主催の Inet92 という国際

会議であった。当時 WIDE プロジェクトが利用し

ていた日米間の国際回線の帯域が 192 Kbps という

時代に、我々は世界中から会議に参加する人に対し

て、最高のネットワーク環境を提供するために、神

戸と慶應大学湘南藤沢キャンパスとの間に国際線の

帯域と同じ 192 Kbps の臨時専用線を用意し、会場

となったホテルの会議室に約 30台の X-terminalを

準備した。このターミナル・クラスタは、会議の参

加者に高く評価されさ、日本のインターネット環境

のすばらしさを世界各地から参加したインターネッ

トに携わる人々に対して深く印象付けることができ、

その後のインターネット業界において日本の地位の

確立に貢献したものと考えられる。

また、最近では、2000年の Inet2000を横浜でおこな

い、TTnetの協力によりWIDEバックボーンとの

間に、数 Gbpsの帯域を確保し、参加者に対して良

好なインターネット・コネクティビティを提供する

とともに、会議に併設された展示会場では、iGRID

の国際的なデモンストレーションをおこなった。ま

た、Inet2000では、インターコンチネンタル・ホテ

ルに無線 LAN の環境を提供し、いつでもどこでも

インターネットへアクセスできる環境を提供した。

ターミナル・クラスタは、当初インターネットへ接続

された端末が並ぶ部屋のことを指していたが、最近

では、無線 LAN技術により、場所に関係なく、「イ

ンターネットへのアクセス環境の提供」へと変化し

てきている。

世界中で行われている会議の中でも、最もターミナ

ル・クラスタが重要な環境であるのが、IETF の会

議であろう。IETFは、インターネットの仕事に携

わる人々が世界中から集まる。その中には、ISPの

オペレータもいれば、ルータの開発をしている者も

いる。彼らは、会議期間中であっても、仕事を休み

わけにはいかない。いつでもインターネットを介し

て作業ができる環境でなければ、安心して議論に打

ち込むこともできない。また、IETF は、基本的に

メーリングリスト等を使ってオンラインでの議論を

しているため、すべてのドキュメント、具体的には、

RFCや ID(Internet Draft)は、オンラインの情報で

ある。会議期間中これらのドキュメントがいつでも

アクセスできなければ、会議そのものが成立しない。

いつから IETFの会議にターミナルクラスが提供さ

れていたかは定かではないが、かなり初期のころから

ターミナル・クラスタがあった。1994年の Seattle,

Washington, USAでおこなわれた会議では、USwest

のコントリビューションにより 10 MbpsとT.1の回

線が会場に引き込まれ、NCDの X-terminalと Sun

Workstationによって、ターミナル・クラスタが構

成されている。無線 LAN環境もかなり早い時期か

ら提供が始まっていて 1997 年のWashington DC,

USAの会議で DECの無線 LANが会場で利用可能

になっている。

7.2ターミナル・クラスタの要求条件

7.2.1 IETFの規模と特殊なアプリケーション

IETF の参加者数は、年々増加している。最近の

IETFの参加者数は、約 3000人ぐらいである。IETF

は、月曜日から金曜日までが本会議で、それに付随

したいくつかの会議が、前日の日曜日におこなわれ

る。会議は、大体 6セッションぐらいが、パラレル

におこなわれ、1つのセッションが、大体 1時間半か
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ら、2時間ぐらいである。多くの参加者は、自分に関

連するセッションだけに参加し、セッションに参加

していない多くの時間をターミナル・クラスタに設

置されたネットワーク環境や、廊下、ロビーなどで

無線 LANなどを使ってインターネットにアクセス

しながら自分の仕事をしている。IETFでは、パラ

レルにおこなわれるセッションのうち、2 つのセッ

ションが mbone を使ってインターネットに中継さ

れている。

7.2.2外部接続

ターミナル・クラスタを設営するためには、会場と

インターネットを接続するための何らかの外部接続

用ネットワークが必要である。最近では、会議場が

すでにインターネットに接続されているところも増

えてきているが、大規模な会議の場合には、利用者

の数やネットワークの利用目的にあった帯域の外部

接続を準備する必要がある。

外部接続用ネットワーク

IETF では、参加者あたり約 5Kbps の帯域を使う

と考えられている。したがって、現在の規模では、

10 Mbpsあれば足りる計算になる。今までの傾向と

しては、ユニキャストのトラフィックは、ピーク時

で、大体 5 Mbps ,マルチキャストが 3 Mbps程度で

ある。準備する回線は、実際に利用される帯域幅の

回線を準備すればよいということにはならない。イ

ンタラクティブなネットワークの利用などでは遅延

などが重要なファクタになるからである。例えば、

10 Mbpsの帯域が必要な場合には、45 Mbps T.3ク

ラスの回線を準備する必要がある。最近の IETFの

外部接続は、最低でも T.3の回線を 2回線以上用い

て構成されている。

IETFでは、安定したネットワーク、すなわち 24hours

7daysのオペレーションが要求される。したがって、

外部接続には、論理的にも物理的にも冗長な構成が

要求されている。

IETF 横浜では、NTT コミュニケーションズの協

力により、横浜パシフィコと大手町の間を 2系統の

Gigabit Ethernetで接続した。

IETFにおいて、Gigabitの帯域は必要ないが、現在

検討している中継などのアプリケーションで利用す

る可能性があることなどを踏まえて今回は Gigabit

Ethernetでの接続にすることにした。また、日本国

内で臨時専用線を利用する場合、この回線を接続す

るためのルータなどの機材の準備が難しい場合が多

い。例えば、1.5 Mbpsや 6Mbpsまではシリアルイ

ンターフェイスでの接続になるし、T.3の 45 Mbps

の場合には、HSSI(High Speed Serial Interface)を

持ったルータが必要となる。昨今最も一般的な広帯

域臨時専用線としては、ATM が用いられることが

多いが、ATM スイッチの手配や PVC の設定など

でトラブルが少なくない。今回Gigabit Ethernetに

した理由も、Gigabit Ethernetのインターフェイス

を持ったルータやスイッチは入手が簡単であること。

また VLAN 技術を使うことにより、複数の論理パ

スを設定できることなどがその主な理由である。最

近広域 Ethernetサービスも始まっていることから、

今後は Ethernet Interface を用いた外部接続が増え

てくると考えられる。広域 Ethernet を利用する場

合には、専用サービスであるかシェアードサービス

であるかなどに注意を払う必要がある。

マルチキャスト

IETFでは、mboneを用いたセッションの中継をお

こなっているので、外部接続に関しても、マルチキャ

ストの接続が必要である。IDの中では、マルチキャ

ストの通信とユニキャストの通信は、分離すること

が望ましいと記載されている。これは、マルチキャ

ストにおけるトラブルがユニキャストのサービスに

影響を及ぼさないための配慮である。

IPv6

IPv6のコネクティビティは、最近非常に重要なサー

ビスとなってきている。ID の中では、IPv6のプロ

ダクション・レベルのサービスが望ましいと明記し

ているし、最低でも 6Boneへのコネクティビティは

必要であると記載されている。無論、IETF横浜会

合では、ほぼ、すべてのネットワーク環境において

IPv6が利用可能であった。

7.2.3会場内のネットワーク

ネットワークの運用時間帯と構築順序

IETFの参加者は、24時間、いつでもネットワーク

へアクセスできる環境を望んでいる。もちろん、時

差ぼけの為などもあるとは思うが、深夜のターミナ

ル・クラスタでは、多くの利用者がネットワークを

利用しているのが常である。そのため IETF では、

会期中 24 時間いつでもネットワークが利用できる

ような環境を提供する必要がある。また、会期は月

曜日からであるが、関連するミーティングなどが開
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かれるので、前の週の土曜日にはネットワークが利

用できるようになっていることが望まれる。

ID(Internet-Draft)の中では、このネットワーク構

築の順番として、とにかく最低限のネットワーク環

境をいち早く提供するこが望まれている。具体的に

は、ターミナル・クラスタの端末などの設置には、物

理的な時間がかかるから、まずは wireless LAN だ

けでも利用できるようにすることが、良いサービス

であると記述されている。

会場内ネットワークの構成

IETFにおけるネットワーク環境では、大きく分けて

3 つの利用形態がある。有線によるネットワーク環

境、無線によるネットワークの利用、そしてmbone

を用いた会議の中継である。有線によるネットワー

ク環境とは、ターミナル・クラスタ内に設置された

デスクトップ・コンピュータや会議の参加者が持参

したラップトップ・コンピュータなどを 10BaseTや

100BaseT などでネットワークに接続するための環

境である。IDの中では、この 10/100BaseTの口の

数として、参加者 15 人に対して 1 つの口を目安す

るように記述されている。また、Ethernetの接続形

態として 10Base2は、もう必要ないとも記述されて

いる。ターミナル・クラスタ内に設置されるデスク

トップ・コンピュータの数に関しては、昨今自分の

ラップトップを利用するユーザが増えてきているこ

とから、ターミナル・クラスタに設置されるデスク

トップ・コンピュータの利用者は減ってきている。

大体 30 人から 40 人の参加者に 1 台ぐらいの割合

で十分ではないかといわれている。一方無線 LAN

の利用者は激増している。特に IETFでは、数年前

から、IETF の参加者に対して、無線 LAN カード

の貸し出しや、安い価格での販売サービスをおこな

い、無線 LANの利用に関する便宜を図ってきた。そ

のため、現在ではほとんどの参加者が無線 LANを

使って、ミーティング・ルームや廊下、果てはホテル

のバーなどで、自分のラップトップ・コンピュータ

を開き、インターネットにアクセスしている。2001

年夏の Londonで開かれた IETFでは、約 50 台の

無線 LANの基地局が利用された。この Londonで

利用された無線 LAN の基地局は、1 台の基地局で

2 つの基地局をサポートするタイプが使われていた

ので、全体的には、約 100台の無線 LANの基地局

が、会議をおこなっているミーティング・ルーム、ロ

ビー、廊下などをはじめ、ホテルのバーやフロント

など少しでも座ってラップトップを開ける環境があ

る場所に対して、無線 LAN のサービスを提供して

いた。IETF の参加者は、SSH や ESP によるエン

ドーエンドによる暗号化を自分でおこなうので、会

場の無線 LANは、クリアーな状態とし、無線区間

での暗号化は、Offにする。

会場内のネットワークは、このように有線や無線で

ネットワーク環境を提供していくわけだが、IETF

では、少なくとも 3つの別々のセグメントでネット

ワーク 環境を提供しなければいけない。

3つの別々なセグメントとは、「ターミナル・クラス

タ用セグメント」、「無線 LAN 用セグメント」そし

て「マルチキャスト・サービス用セグメント」であ

る。特に無線 LAN用セグメントにmbone中継用マ

ルチキャストのトラフィックが流れ込むと、一般的

なネットワーク利用に対して大きな障害となるので、

このセグメントの分離は必須となる。

IPv4のマルチキャストには、mboneを用いた中継の

トラフィック以外に、ターミナル・クラスタなどで、

外からのマルチキャスト・ストリームに参加するよう

なトラフィックもある。したがって、IGMPv2[RFC-

2236] をサポートできるマルチキャスト用のルータ

が必要となる。

また、IPv6のサービスは、最近の IETFでは、必須

なサービスとなってきている。ターミナル・クラス

タのセグメント、そして無線 LAN用のセグメントの

両方に対して IPv6 のサポートが必要となってきて

いる。RFC-2460, RFC-2461に準拠したサービスが

提供される必要がある。少なくとも IPv6 Neighbor

Discoveryそして stateless auto configurationを用

いたプラグ・アンド・プレイが可能なネットワーク

でなければならない。

各種サービス

ターミナル・クラスタでは、各種サービスを提供

する必要がある。具体的には、Time Service(NTP:

RFC1305) もしくは (SNTP:RFC1769), Domain

Name Service、そしてMail Serviceなどがあげられ

る。特にMail Serviceとして SMTPサーバは、絶

対必要である。最近は、自宅や会社のサーバがメー

ルをフォワードしない設定になっているため、会場

の参加者が利用可能な SMTP サーバが必要なので

ある。ただし、このローカルな SMTPサーバも会場

のアドレスからのリレーだけを許可し、他のアドレ

スからのメールをリレーしないように設定しなけれ
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ば、SPAMの標的とされてしまうので十分に気をつ

ける必要がある。

また、ターミナル・クラスタには、プリンターは絶対

必要である。IETFでは 2 台以上必要であり、少な

くとも 1台のプリンターは、PostScriptが処理でき

なければいけない。また特に重要なのは、トレーに

入っている紙が A4なのか、8.5 × 11インチなのか

をちゃんと分かるようにしなければならない。また、

OHP用のシートへのプリンティングもサービスする

必要がある。IETFでは、参加者一人あたり大体 15

ページぐらい割合で印刷をおこない、OHPシートへ

の印刷は、一人あたり 1.5ページの割合になる。ま

た、多くのラップトップのユーザは、UNIXを使用し

BSD Line Printer(LPR)プロトコル (RFC1179)を

用いて印刷をおこなっている。IPP(Internet Print-

ing Protocol) は利用していない。今までの IETF

では Macintosh やWindows のユーザに関しては、

Sambaを用いてサービスをおこなっている。

その他

その他、ターミナル・クラスタの空調に注意すること

や、電源を十分に準備するようになど多くの項目に

注意を払う必要がある。 実際、横浜会合では、ラッ

プトップコンピュータの利用率の爆発的な増加に伴

い、非常に大容量の電力の供給が要求された。

特に注目したい点は、セキュリティに関連する事項で

ある。IETFは、インターネットの標準を議論する会

議であるためなのか、最近特にアタックの対象になっ

ている。従ってRFC2196: Site Security Handbook

をよく読み、確りとした対策を講じる必要がある。

具体的には、Source IP address Filtering

(RFC2267) をし、SMTP サーバのメールのリ

レーに関しては、会場以外からのメールのリレー

は、閉じるように。そして、ネットワークの運用

で利用される RIPv2, OSPFv2, BGP4 などでは、

MD5 Authenticationを有効にするなどの対応が重

要であるとしている。また、トラブル・シューティ

ングなどのためには、RMON や Port Filtering の

機能を持っているスイッチが有効に利用できると記

述されている。

7.3まとめ

2002年横浜で開催される IETFでは、前述した IETF

の今までの Know How を元に、より参加者に対し

て友好的かつ効果的なネットワーク環境を提供する

ことができた。 特に、無線 LANによる接続性の提

供 (会場のみならず会場ホテルでも)と、IPv6 の標

準的な提供が、高く評価された。

NTTコミュニケーションズ殿のサポートにより、会

場となる横浜パシフィコと日本のインターネットの

中心である大手町間を複数のGbpsの回線で接続し、

冗長性を保ちながら、広帯域なネットワークを会場

に提供することができた。また、会場内は、富士通

(株)殿のサポートにより、広帯域、高信頼なネット

ワークを構築するとともに、安定した無線 LAN 環

境を提供することができた。

第 8章 むすび

日本への誘致は IETFにおける国際標準活動での日

本の技術者のグローバルな活躍へのきっかけとして、

大きな貢献を行ったものと考える。9月 11日 (2001

年) のテロ発生の影響と、それにともなう経済の変

革、そして、IT業界の大きな構造改革などを背景に、

特に米国からの参加者の激減が予想されたが、結果

として 2000名を超える参加者を迎え、IETFの流れ

としても久しぶりに「パワフル」な会議と評価され

ることができた。これまで少なかったアジアからの

参加者も韓国からの百数十名の参加者をはじめ、急

激に増加した。

IETF横浜会合では、IESGのプレナリにおいて「IPv6

は次世代のプロトコルではなく、現在のプロトコルで

ある」という宣言がなされるなど、IETFのコミュニ

ティでも一部に残っていた IPv6に対する躊躇ムード

は払底した感がある。この大きな変化の主たるリー

ダシップがたくさんの日本の若いプレーヤであった

ことを考えると、わが国の「第二世代」の横浜での

力強い出発ととらえることができ、日本開催の大き

な成功と意義を認めることができる。
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